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年
度
分
か
ら

１９
個
人
住
民
税
が

変
わ
り
ま
す

表１　個人住民税（所得割）の税率

[改正後][現行 ]

個人住民税個人住民税

速算控除額税率
課税所得金額

（課税標準額）
速算控除額税率

課税所得金額

（課税標準額）

０円１０％一律

０円 ５％１，０００円～１，９９９，０００円

１００，０００円１０％２，０００，０００円～６，９９９，０００円

３１０，０００円１３％  ７，０００，０００円～

市民税市民税

０円６％一律

０円３％１，０００円～１，９９９，０００円

１００，０００円８％２，０００，０００円～６，９９９，０００円

２４０，０００円１０％  ７，０００，０００円～

都民税都民税

０円４％一律
０円２％１，０００円～６，９９９，０００円

７０，０００円３％  ７，０００，０００円～

表２　税源移譲前と税源移譲後の比較

［独身者の場合］

負担
増減額

税源移譲後（単位：円）税源移譲前（単位：円）
給与収入

合計住民税所得税合計住民税所得税

０円１８８，５００１２６，５００６２，０００１８８，５００６４，５００１２４，０００３００万円

０円４２１，０００２６０，５００１６０，５００４２１，０００１６３，０００２５８，０００５００万円

０円７８１，０００４０４，５００３７６，５００７８１，０００３０７，０００４７４，０００７００万円

０円１，５１９，０００６５０，５００８６８，５００１，５１９，０００５５３，０００９６６，０００１,０００万円

［夫婦＋子ども２人の場合］

負担
増減額

税源移譲後（単位：円）税源移譲前（単位：円）
給与収入

合計住民税所得税合計住民税所得税

０円９，０００９，００００９，０００９，００００３００万円

０円１９５，０００１３５，５００５９，５００１９５，０００７６，０００１１９，０００５００万円

０円４５９，０００２９３，５００１６５，５００４５９，０００１９６，０００２６３，０００７００万円

０円１，１３０，０００５３９，５００５９０，５００１，１３０，０００４４２，０００６８８，０００１,０００万円

※夫婦＋子ども２人の場合、子どものうち1人が特定扶養親族に該当するものとします。

※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。

表３　所得税の税率

[改正後][現行 ]

所得税所得税

速算控除額税率
課税所得金額

（課税標準額）
速算控除額税率

課税所得金額

（課税標準額）

０円５％１，０００円～  １，９４９，０００円０円１０％１，０００円～  ３，２９９，０００円

９７，５００円１０％１，９５０，０００円～  ３，２９９，０００円３３０，０００円２０％３，３００，０００円～  ８，９９９，０００円

４２７，５００円２０％３，３００，０００円～  ６，９４９，０００円１，２３０，０００円３０％９，０００，０００円～１７，９９９，０００円

６３６，０００円２３％６，９５０，０００円～  ８，９９９，０００円２，４９０，０００円３７％１８，０００，０００円～

１，５３６，０００円３３％９，０００，０００円～１７，９９９，０００円

２，７９６，０００円４０％１８，０００，０００円～

表４　所得税と個人住民税の控除額　　（単位：万円）

所得税住民税１９年度控除

３８３３一般

配 偶 者
４８３８老人（昭和１２年１月１日以前に生まれた方）

７３５６同居特別障害者

８３６１老人同居特別障害者

３８３３一般

扶 養

６３４５
特定扶養（昭和５９年１月２日～平成３年１
月１日に生まれた方）

７３５６同居特別障害者

９８６８特定扶養同居特別障害者

４８３８老人扶養親族老人扶養
（昭和１２年
１月１日
以前に生
まれた方）

５８４５同居老親等扶養親族

８３６１同居特別障害者老人扶養親族

９３６８同居特別障害者老親等扶養親族

２７２６一般
障 害 者

４０３０特別（１・２級）

２７２６一般
寡 婦

３５３０特別

２７２６所得５００万円以下で扶養の子有寡 夫

２７２６給与所得６５万円以下勤労学生

３８３３基 礎

表５　定率減税の廃止
所得税１９年分・
住民税１９年度分

所得税１８年分・
住民税１８年度分区分

廃止
７．５％相当額を控除
（２万円を限度）

個人住民税額

廃止
１０％相当額を控除
（１２万５千円を限度）

所得税額

　
　

年
度
分
か
ら
三
位
一
体
改
革

１９
の
一
環
と
し
て
所
得
税
か
ら
個
人

住
民
税
へ
の
税
源
移
譲
が
行
わ
れ

ま
す
。
こ
れ
に
伴
い
、
個
人
住
民

税
の
所
得
割
の
税
率
が
現
行
の
５

㌫
、　

㌫
、　

㌫
の
累
進
税
率
か

１０

１３

ら
税
率
を
一
律　

㌫
に
す
る
フ

１０

ラ
ッ
ト
化
へ
変
更
と
な
り
ま
す

（
表
１
参
照
）。
ま
た
、
所
得
税
か

ら
個
人
住
民
税
へ
の
税
源
移
譲
に

伴
い
、
個
々
の
納
税
者
の
所
得
税

と
個
人
住
民
税
を
合
計
し
た
負
担

が
極
力
変
わ
ら
な
い
よ
う
に
す
る

た
め
（
表
２
参
照
）、
所
得
税
に
お

け
る
税
率
を
現
行
の　

㌫
、　

㌫
、

１０

２０

　

㌫
、　

㌫
と
い
う
４
段
階
か
ら

３０

３７

５
㌫
、　

㌫
、　

㌫
、　

㌫
、　

１０

２０

２３

３３

㌫
、　

㌫
の
６
段
階
に
改
正
し
ま

４０

す
（
表
３
参
照
）。

所
得
税
と
個
人
住
民
税
は
課
税
標

準
に
差
が
生
じ
ま
す
。
個
人
住
民

税
の
税
率
を
５
㌫
か
ら　

㌫
に

１０

す
る
と
、
こ
の
差
額
の
部
分
が
増

税
に
な
っ
て
し
ま
う
た
め
、
個
人

住
民
税
に
お
い
て
新
た
に
調
整
控

除
を
設
け
、
負
担
増
と
な
ら
な
い

よ
う
に
調
整
し
ま
す
。

　

年
度
分
か
ら

年
度
分
か
ら

１９１９
個
人
住
民
税
が

　

個
人
住
民
税
が

変
わ
り
ま
す

　
　
　
　

変
わ
り
ま
す

　
　

年
第
２
回
市
議
会
定
例
会
に
お
い
て
、
市
税
条
例
の
一
部
を

１８
改
正
す
る
条
例
の
専
決
処
分
に
つ
い
て
承
認
が
得
ら
れ
ま
し
た
。

内
容
は
次
の
通
り
で
す
。

　

詳
し
く
は
課
税
課
市
民
税
係（
内
線
２
３
３
３
〜
２
３
３
７
）へ
。

　
「
我
が
家
の
交
通
安
全
」
を

テ
ー
マ
に
作
文
を
募
集
し
ま
す
。

　

交
通
事
故
を
防
止
す
る
た
め

に
は
、歩
行
者
、自
転
車
利
用
者
、

バ
イ
ク
利
用
者
、
ド
ラ
イ
バ
ー

等
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
に
あ
る
家

族
の
皆
さ
ん
が
、
折
に
ふ
れ
身

近
な
交
通
安
全
の
問
題
に
つ
い

て
考
え
、
話
し
合
う
こ
と
が
大

切
で
す
。

　

皆
さ
ん
の
家
庭
で
、
そ
し
て

学
校
・
職
場
・
地
域
等
で
、
交

通
安
全
に
つ
い
て
考
え
話
し

合
っ
た
内
容
や
、
交
通
安
全
に

つ
な
が
る
日
常
の
会
話
、
独
自

の
工
夫
な
ど
の
実
践
例
に
つ
い

て
作
文
に
し
て
く
だ
さ
い
。

　
【
応
募
期
間
】
９
月　

日
（
日
）

１０

ま
で
（
消
印
有
効
）

　
【
応
募
区
分
】
①
小
学
生
の
部

②
中
学
生
の
部
③
父
親
・
母
親
、

一
般
の
部
④
高
齢
者
の
部
（　
６５

歳
以
上
の
方
）

　
【
テ
ー
マ
】
特
に
題
材
は
問
い

ま
せ
ん
（
例
と
し
て
自
転
車
の

正
し
い
乗
り
方
、
シ
ー
ト
ベ
ル

ト
・
チ
ャ
イ
ル
ド
シ
ー
ト
の
正
し

い
着
用
な
ど
）

　
【
応
募
作
品
】
作
文
内
容
に
ふ

さ
わ
し
い
題
名
を
付
け
て
、区
分

①
②
の
方
は
４
０
０
字
詰
め
原

稿
用
紙
３
枚
以
内（
な
る
べ
く
直

筆
で
）、
区
分
③
④
の
方
は
５
枚

以
内
で
執
筆
し
て
く
だ
さ
い

　
【
表
彰
】
最
優
秀
作
＝
内
閣
総

理
大
臣
賞
▽
優
秀
作
＝
内
閣
府

特
命
担
当
大
臣
賞
▽
佳
作
＝
内

閣
府
政
策
統
括
官
賞
。い
ず
れ
も

副
賞
（
記
念
品
）
あ
り

　

※
最
優
秀
作
受
賞
者
は
、　

年
１９

１
月　

日
（
水
）
開
催
予
定
の

１７

「
交
通
安
全
国
民
運
動
中
央
大

会
」
で
表
彰
す
る
予
定
で
す
。

　

作
品
の
提
出
方
法
な
ど
応
募

要
領
の
詳
細
は
事
務
局
の
社
団

法
人
日
本
交
通
福
祉
協
会
交
通

安
全
作
文
募
集
係
�　

・
３
２
５

０３

５
・
２
０
８
１
ま
た
は
内
閣
府
政

策
統
括
官
（
共
生
社
会
政
策
担

当
）付
交
通
安
全
作
文
募
集
係
�

　

・
３
５
８
１
・
１
１
８
２
へ
。

０３

所
得
税
か
ら
個
人
住
民
税
へ

税
源
移
譲
が
行
わ
れ
ま
す

　

所
得
税
と
個
人
住
民
税
で
は
基

礎
控
除
や
扶
養
控
除
等
人
的
控
除

に
差
違
（
表
４
参
照
）
が
あ
る
た

め
、
同
じ
収
入
を
有
し
て
い
て
も
、 　

所
得
税
と
個
人
住
民
税
の
定
率

減
税
が
廃
止
さ
れ
ま
す
。

　

所
得
税
は　

年
分
か
ら
、
個
人

１９

住
民
税
は　

年
６
月
徴
収
分
か
ら

１９

適
用
さ
れ
ま
す
（
表
５
参
照
）。

個
人
住
民
税
に

調
整
控
除
を
新
設
し
ま
す

定
率
減
税
が
廃
止
さ
れ
ま
す

このほかの
変更点

交
通
安
全
フ
ァ
ミ
リ
ー
作
文

　
　
　
　
　

を
募
集
し
ま
す

　このほかにも個人住民税では、山林

所得の五分五乗規定や変動所得、臨時

所得に係る平均課税が廃止されます。

　また、２０年度分以降

についても、所得税で

控除しきれない住宅

ローン控除が住民税か

ら控除できるように変わります。その

ほか、損害保険料控除を全廃し、地震

保険料控除を創設する等、個人住民税

が大きく変わります。


